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b 手続きにおける交渉の有無 無
c 契約締結日（履行期間又は契約期間の初日）
までに政府予算案（暫定予算を含む。）が成立
していない場合は、契約締結日は予算が成立
した日以降とする。また暫定予算となった場
合は、契約内容等について変更が生じる可能
性や、本事業に係る予算の決定状況によって
仕様の内容について変更が生じる可能性があ
るので、その際は双方で別途協議する。

d 詳細は入札説明書による。
５ Summary

\ Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Kinya Kitsuka, Director,

WorkerÐs Compensation Administraion Di-

vision, WorkerÐs Compensation Departm-

ent, Labour Standards Bureau, Ministry of

Health, Labour andWelfare

] Classification of the products to be pro-

cured : 71, 27

^ Nature and quantity of the products to be

purchased : Hareware, software, other

equipment of systems of database system

information of receipt, 1 set

_ Term of a contract : From a contract day

through May 31, 2018

` An observance of a contract place :

Places designated by Official in charge of

disbursement of the procuring entity

a Qualifications for participating in the

tendering procedures, Supplier eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

［１］ not come under Article 70 of the Ca-

binet Order concerning the Budget, Au-

diting and Accounting. Furthermore,

minors, Persons under Conservatorship

or persons under Assistance who have

obtained the consent necessary for con-

cluding a contract May be applicable

under cases of special reasons within

the said clause.

［２］ not come under Article 71 of the Ca-

binet Order concerning the Budget, Au-

diting and Accounting.

３ 競争執行の場所及び日時等
\ 入札書の提出場所、契約条項を示す場所及
び問い合わせ先
〒100`8916 東京都千代田区霞が関１`

２`２中央合同庁舎第５号館15階 厚生労働
省労働基準局労働保険徴収課総務係 寺内
大弐 電話03`5253`1111 内線5153

] 入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒177`0044 東京都練馬区上石神井４`

８`４厚生労働省上石神井庁舎１階 厚生労
働省労働基準局労働保険徴収課労働保険徴収
業務室システム開発係 鹿島田 亮 電話
03`3920`3311 内線431、421

^ 入札説明会の日時及び場所
{ 日時 平成27年１月７日15時30分
| 場所 東京都練馬区上石神井４`８`４
厚生労働省上石神井庁舎２階共用会議室

} 説明事項 業務の概要、必要な資格等に
関する事項及び手続き等

~ 出席人数 １者あたり１名とする。なお、
上記２に示した競争参加資格を有する者に
限る。

［３］ have Grade ÚAÙ, ÚBÙ or ÚCÙ in the

public tender qualification category of

ÚOffer of servicesÙ by the Ministry of

Health, Labour and Welfare (The com-

mon qualification for all ministries and

agencies) in the fiscal years of 2013,

2014 and 2015.

［４］ join the industrial accident compen-

sation insurance and not behind in pay-

ment of insurance due (not non-paying

in the previous 2 years)

［５］ prove to have no false statement in

tendering documents.

［６］ prove neither the business condition

nor credibility is considerably de-

teriorating.

［７］ meets the qualification requirements

which the Obligating Officer may spec-

ify in accordance with Article 73 of the

Cabinet Order.

b Time-limit for tender : 5 : 00 PM, 16 Feb-

ruary 2015.

c Contact point for the notice : Satoru Ya-

mazaki, Shunya Masuda Accounting Sec-

tion, WorkerÐs Compensation Administra-

tion Division, WorkerÐs Compensation De-

partment, Labour Standards bureau, Minis-

try of Health, Labour and Welfare, 1`2`2

Kasumigaseki Chiyodaku Tokyo 100`8916

Japan TEL 03`5253`1111 ext. 5445

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 26年 12月 26日
支出負担行為担当官
厚生労働省労働基準局労働保険徴収課長

山本 靖彦
◎調達機関番号 017 ◎所在地番号 13

１ 調達内容
\ 品目分類番号 71、27

] 調達件名及び数量
労働保険適用徴収システムに係る機能改修
業務一式（法人番号対応に伴う改修）

^ 調達件名の仕様等 入札説明書及び調達仕
様書による。

_ 契約期間 平成27年４月１日から平成29年
３月31日までの間。
ただし、平成27年４月１日までに予算が成
立しない場合は、協議の上、別途契約期間を
定めるものとする。

` 契約場所 支出負担行為担当官が別途指定
する場所。

a 入札方法 落札者の決定は、総合評価落札
方式をもって行うので、
{ 総合評価のための性能、機能及び技術等
（以下「性能等」という。）に関する書類（以
下「総合評価に関する書類」という。）を提
出しなければならない。

| 入札金額は総価を記載すること。
} 落札決定に当たっては、入札書に記載さ
れた金額に当該金額の８パーセントに相当
する額を加算した金額（当該金額に１円未
満の端数があるときは、その端数金額を切
り捨てた金額とする。）をもって落札価格と
するので、入札者は、消費税に係る課税事
業者であるか免税事業者であるかを問わ
ず、見積もった契約金額の108分の100に相
当する金額を記載した入札書を提出しなけ
ればならない。

b 電子調達システムの利用 本案件は、紙の
みの応札及び入札手続によるものとする（電
子調達システムの利用は認めない。）。なお、
電報、ファクシミリ及び電子メールによる提
出は認められない。

２ 競争参加資格
以下のすべての条件を満たすこと。

\ 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。なお、未成年者、被保佐
人又は被補助人であっても、契約締結のため
に必要な同意を得ている者は、同条中、特別
な理由がある場合に該当する。

] 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。

^ 平成25・26・27年度厚生労働省競争参加資
格（全省庁統一資格）において、「役務の提供
等」のうち営業品目が「情報処理」又は「ソ
フトウェア開発」で「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」
の等級に格付けされている者であること。

_ 資格審査申請書又は添付書類に虚偽の事実
を記載していないと認められる者であるこ
と。

` 経営の状況又は信用度が極度に悪化してい
ないと認められる者であること。

a 労働保険に加入しており、かつ労働保険料
の滞納がないこと（直近２年間の労働保険料
の未納がないこと）。

b 厚生労働省から指名停止を受けている期間
でないこと。

c 適用徴収システムと同等の開発・実行環境
（プログラミング言語及びＯＳ、ＤＢＭＳ等
のソフトウェア）であるシステムの改修業務
についての実績を有すること。

d 適用徴収システムと同等規模システムの追
加機能等の改修業務についての実績を有する
こと。

e 情報システムの設計・開発に係る品質管理
体制について「ＩＳＯ9001：2008」、組織と
しての能力成熟度について「ＣＭＭＩレベル
３以上」のうち、いずれかの認証を受けてい
ること。

Ĉ 「プライバシーマーク付与認定」、「ＩＳ
Ｏ／ＩＥＣ27001認証（国際標準）」、「ＪＩＳ
Ｑ27001認証（日本工業標準）」のうち、いず
れかの認証を受けていること。なお、「ＩＳ
Ｏ／ＩＥＣ27001認証（国際標準）」、「ＪＩＳ
Ｑ27001認証（日本工業標準）」については、
本業務を実施する組織において認証を取得し
ていること。
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